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大分銀行 赤レンガ館

当行の概要・歴史



大分銀行の概要

大分銀行 

■本店   大分市府内町3丁目4番1号

５

■創立   明治26年2月1日

■資本金  195億9,843万2,500円

■上場 東証プライム市場

■従業員   1,447名  
*出向者及び嘱託、臨時雇員を含んでおりません

■店舗数  93カ店（本支店・出張所） 

■CD・ATM 335台
（うち店舗外128台）

【2025年3月末現在】



６

1893年2月1日
（明治26年）

1913年

旧二十三銀行本店
（現 赤レンガ館）竣工

全国的反動恐慌の影響で休業

❒大分合同銀行 発足
（大分銀行と二十三銀行が合併）

❒ 大分銀行へ商号変更
     （現 大分銀行 始動）

株式を東証・大証第１部に上場

創立100周年

リーマンショック

1927年（昭和2年）

1966年

1974年

2008年

1993年

❒第二十三国立銀行 創立

1923年

1924年

1953年（昭和28年）

マイナス金利解除

2024年

2023年2月1日
（令和5年）

2019年

コロナショック

2016年

マイナス金利導入

❒大分銀行 創立

1877 年11月11日
（明治 10年）

1922年

創立130年を超える歴史

2025年

現本店 開業

創立130周年

大分銀行の歴史



７

ATM設置台数
335台

大分県内
82カ店

宮崎地区
2カ店

熊本地区
1カ店

福岡地区
6カ店

大分銀行の事業基盤

事業基盤

大分県内における圧倒的な事業基盤

● 店舗ネットワーク

コンサルティングプラザ
 ≪県内5拠点≫

mｙライフプラザ
≪県内６拠点≫

● 個人チャネルの専門店舗

カード

大分カード

リース

大分リース

キャピタル

大分ベンチャーキャピタル

情報

大銀経済研究所

DX

大銀コンピュータサービス

経理・会計

大銀オフィスサービス

保証

大分保証サービス

エクイティ投資

大分キャピタルパートナーズ

地域プラットフォーム

おおいたプラット

東京・大阪
2カ店

大分銀行グループ

ローンプラザ

ほけんプラザ

香港駐在員事務所
東京事務所



圧倒的な県内シェア

大分銀行
55.5％

大分銀行
45.4％

＊2025年3月末時点、当行調べ
＊ゆうちょ銀行、政府系金融機関等を除き、かつ当行のみ公共向けの預金・貸出金を除く

大分銀行の営業基盤

預金 貸出金

預金等 3兆 6,713億円 貸出金 2兆 3,047億円
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22,82321,619

23,047

● 残高

● シェア

● 残高

● シェア

2025年6月末時点 2025年6月末時点

８

＋858 ＋224



９

豊富な観光資源と先端技術産業の集積

大分県の魅力・ポテンシャル

ポテンシャル

大分県

熊本県

福岡県

Topics ～隣県熊本県へのTSMC進出～

＜ 大分県内の主な半導体関連事業所 ＞

【後工程】
ルネサスエレクトロニクス㈱大分工場
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱
大分テクノロジーズセンター国東サテライト
㈱アムコー・テクノロジー・ジャパン大分地区
㈱アムコー・テクノロジー・ジャパン臼杵地区

【前工程】
㈱ジャパンセミコンダクター
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱
大分テクノロジーズセンター

大分県には「後工程」の半導体関連産業が集積

福岡県 【後工程】 ローム・アポロ㈱行橋工場
【一貫工程】 三菱電機㈱パワーデバイス製作所

熊本県 【後工程】 ㈱アムコー・テクノロジー・ジャパン熊本地区
【後工程】 ルネサスエレクトロニクス㈱錦工場
【前工程】 三菱電機㈱パワーデバイス熊本工場
【前工程】 ルネサスセミコンダクタマニュファクチャリング㈱熊本川尻工場
【一貫工程】 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱熊本テクノロジーズセンター

鹿児島県 【一貫工程】 フェニテックセミコンダクター㈱鹿児島工場
【一貫工程】 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱鹿児島テクノロジーズセンター
【後工程材料】京セラ㈱鹿児島川内工場
【後工程材料】京セラ㈱鹿児島国分工場

宮崎県 【前工程】 ローム㈱国富
【一貫工程】 ラピスセミコンダクタ㈱宮崎工場

長崎県 【前工程】 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱長崎テクノロジーズセンター

魅力

強みである観光資源「温泉」を活かし、
世界に誇れる温泉地づくりを推進

2024年の大分県内宿泊客数は508万人（2023年対比＋59万人）
インバウンド増加により新型コロナウイルス禍前の2019年を上回る水準となりました。

観光資源 「温泉」 観光業

製造業
（半導体）

大分県の特徴・基盤



大分銀行 赤レンガ館

当行の決算
（2025年3月期）



連結当期純利益75億円、 連結・単体 共に増収増益決算

11

2025年3月期決算の概要
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385

426

2024/3 2025/3

有
価
証
券
利
息
配
当
金

預
金
等
利
息

そ
の
他

貸
出
金
利
息

（億円）

＋13

＋32
＋16

▲20

20,557 
21,298 

21,971 

2023/3 2024/3 2025/3

貸出金平残 貸出金利回り
（億円，％）

1.03
1.08

1.11

211 190 
222 

81
19 35

2023/3 2024/3 2025/3

有価証券利息配当金 うち投信解約損益
（億円）

＋3.6%
＋3.2%

ポートフォリオ
良質化

利回差 ＋5億円 平残差 ＋8億円

利回差 ＋33億円 平残差 ▲1億円

貸出金利息、有価証券利息配当金の利回り改善

資金利益の状況 貸出金平残・利回り

有価証券利息配当金

決算概要_資金利益
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残高 １兆 3,411億円 前期末対比▲4.2％ 評価損益 ６億円 前期末対比▲230億円

5,046 5,121

1,209 1,173

2,411 2,203

3,024 2,812

2,317 2,102
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236

安定した有価証券運用実績

日経平均株価
40,369円

日経平均株価
35,617円国債 ▲215億円

地方債▲212億円

社債 ▲208億円

株式 ▲36億円

その他 ＋75億円
株式  ▲92億円

その他 ＋41億円

社債  ▲46億円

地方債 ▲66億円

国債   ▲67億円

有価証券残高（利回り） 有価証券評価損益

決算概要_有価証券

利回り 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

国内 1.34％ 0.87％ 1.10％

国際（外貨） 2.74％ 4.15％ 4.21％

全体 1.58％ 1.37％ 1.61％
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2022/3 2023/3 2024/3

一般貸倒引当金繰入額 不良債権処理額

（億円）

計画内で経費・与信費用をコントロール

経費等の抑制を継続的に実施したことに加えコア業務粗利益
が増加したことから、OHRは前年度対比で改善しています

1

5

2025/3

16

60.6%

14

2025/3

102

OHR 与信費用

決算概要_経費・与信費用

与信費用については、お客さまの今後の事業成長に向けた資
本性ローン導入等により増加しています

139



自己資本比率【連結】 10.11％
（2024年3月期対比▲0.31ポイント）

日本格付研究所（JCR）
の長期優先債務格付

A＋【債務履行の確実性は高い】

格付区分

AAA

AA

A

BBB

BB

B

CCC

CC

C

D

A＋

A

A－

当行

長期優先債務格付
具体的な債権を特定せず、その銀行が現在
背負っている無担保の債務または将来背負う
であろう不特定の無担保債務を包括的に捉
えて、債務履行能力を格付けしたもの。

履
行
能
力

高い

低い

10.40 10.42 10.11

0.00

4.00

8.00

12.00

16.00

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

（％）

国内基準 4.00％

安定した自己資本比率と外部格付

15

自己資本比率 【連結】 外部格付

決算概要_健全性



連結・単体ともに、「増収増益決算」の見通し

16

2026年3月期の業績予想



金利政策変更後の収益インパクト

❑  変動金利貸出割合は前年から１％改善。個人預金の割合は66％で預金の粘着性の高さを維持しています

❑ 2024年3月から3度の政策金利引き上げにより、2024年度決算は＋6億円の収益増強に貢献、2025年度の資金利益

（円貨）増加額は約18億円程度を見込んでいます

17

金利ある世界①



貸出金金利の状況（2025年6月末時点：平均金利の推移）

❑ 2023年3月以降の金利推移。金利ある世界への移行により、各カテゴリーで平均金利は上昇しています

18

（％） （％）

（％） （％）

金利ある世界②

個人ローン

県外事業性

総貸出金

県内事業性



大分銀行 赤レンガ館

ビジョンと計画
・Vision2031

・中期経営計画2024



20

目指すバランスあるステークホルダー経営

目指すビジネスモデル
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企業価値向上に向け、より高い成長軌道へ

❑ 市場環境の変化や現状をふまえ、Vision2031の目標である連結当期純利益100億円＆ROE5％を前倒しして達成を目指しています

Vision2031_持続的な成長

本日の
ポイント
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❑  私たちは健全性を維持しながら、県内経済の活性化の取り組みや、将来を見据えた成長投資、株主・投資家の皆さまへの利益還元
 の一層の充実を図ることで、企業価値の向上を図っていきます

健全性の維持＋成長投資と株主還元

Vision2031_企業価値向上



中期経営計画2024の進捗は、「順調」

中期経営計画2024の進捗状況

23

❑ 2024年度においては、現時点で測定ができない「大分県の経済成長率」を除き、すべての目標指標を達成しています 



大分銀行 赤レンガ館

成長戦略
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成長ドライバーとなる３つの領域

中期経営計画2024_成長ドライバー



お客さまの意向や周囲の環境に合わせ伴走支援の実践

お客さまの課題を解決
するための取組み

伴走型営業スタイルの
実践に向けた取組み

伴走
支援

伴走型営業スタイルの構築

お客さまとの接点強化に向けた取組み
お客さまの企業価値向上に向けた
コンサルティング強化

資金調達手段の多様化による円滑な
金融仲介

26

89

2023 2026 2030

232

2023 2026 2030

273

248

（目指す姿）
2024

＊2025/3期実績

245

（目指す姿）

97

101

（億円）

（億円）

法人営業の強化①_伴走支援

貸出金利息の成長イメージ

役務収益の成長イメージ

99

2024
＊2025/3期実績

中計2024

中計2024



【 生産性向上 】
【 生産性向上 】

▼人口減少社会を見据え県内法人
マーケットの「選択と集中」を図る。
戦略的エリア・店舗の再設定、店
舗戦略・ミッションに基づいた人的
リソースを再配置

⚫県内法人営業/融資業務の
拠点集約

⚫融資事務の
簡素化・削減・集約

⚫コール・デジタルの活用

【 人事戦略 】【 人事戦略 】

【 人財育成 】【 人財育成 】

⚫人事制度改定、グループ人財ポートフォリオ策定

⚫法人人財の強化 ⚫デジタル人財の育成

‣九州管内拠点の増強
‣マーケット開拓商品の開発

セカンドマーケットの探索

‣ストラクチャード
ファイナンス強化

高RORAへの取組み強化

‣法人ポータルサイトの構築
‣次世代CRMの導入

‣伴走型コンサルの収益化
‣自治体向けメニュー開発

対面＋非対面の接点強化 法人コンサル強化

“稼ぐ力の向上” “コストコントロール” “リスクアセットの効率的積み上げ”を実現

人
的
リ
ソ
ー
ス
の
創
出
・
配
賦

人財育成・強化

法人営業の強化②_法人営業体制の再構築

❒ 将来収益の確保に向けて、効率的な営業体制の構築を図り、経営戦略・営業戦略・人事戦略を連動させた施策の実践を目指す

法人営業集約による人財の充て直し

法人営業体制再構築の効果

中期経営計画2024 アクションプラン

27
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「リアル×デジタル」ソリューションの提供によりお客さまに寄り添った営業態勢を構築

～ 提供サービス ～

リアル×デジタルを組み合わせた効率的
な営業の実践

職域や教育機関等を通じた金融経済
教育強化

銀行・お客さま間のオンライン面談態勢
強化

お客さまへ提供する商品ラインナップの
改善

若年層 資産形成層 高齢層

お客さまの全てのライフステージに応じた提案

個人の
お客さまの
課題解決

⚫資産運用立国の実現に向けた取組みの充実

⚫デジタル社会の進展を踏まえたサービスの拡充

次なるステップとして、Vision2031にて

金融商品仲介資産残高 7,000億円を目指す

5,000
億円

7,000
億円

3,700
億円

2023年
3月末

6,000
億円

2024年
4月末

2025年
7月末

2031年
3月末

7,093 7,570 7,845 8,226 

2023 2024 2025 2026

中計2024

（億円）

個人営業の強化

金融商品仲介資産残高

個人ローン（平残）

2024
＊2025/3期実績

実績
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サステナブルな有価証券ポートフォリオ構築への挑戦

相場変動に応じた入替売買によるポートフォリオ良質化
中長期的な視点に基づく投資による安定的な期間収益確保

市場運用態勢強化

具体的な運用戦略

期間収益確保 ＆  含み益の醸成

運用力強化

•相場変動への対応力強化
•投資手法の多様化
•機動的な売買による売却益確保

リスクコミュニケーション

•相場変動時における経営との   
活発な対話
• リスク管理部門とのコミュニケー  
ション

人財力強化

•行内公募による人財登用
•トレーニー制度の拡充
•マーケット人財の関連部を含めた
ローテーション

＜円債＞

⚫ 金利上昇リスクへ対応しながら、安全資産として
残高を維持する

＜株式＞

⚫ 含み益と配当金の両面から株式関連資産の比
率を徐々に引き上げる

＜外債＞

⚫ 金利低下局面を見据えて継続的な入替売買に
⚫ より収益性向上を図る

＜投資信託等＞

⚫ 債券・株式の代替ツールとして相場変動への耐性
強化を目指す

ベアファンド等を活用し
リスク量をコントロール

市場運用による安定的な期間収益

市場運用収益

評価損益



域内循環活性化および地域資源の活用最大化

地域課題解決への取り組み①_地域ビジョンプロジェクト

地域ビジョンプロジェクト
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稼ぐ力の増強
～地域資源の活用を最大化～

地域内資金循環活性化
～資金の域外流出を最小化～



地域課題解決へ向けて、新たに2つの価値提供を実現

地域課題解決への取り組み②_新会社の設立

31



様々な専門分野における連携強化で地域をサポート

▽地域活性化に関する連携協定 ▽大分県民の「豊かさ」と「健やかさ」を
両輪で高める連携協定

▽大分応援プロジェクト「エール」

32

▽ 「新生シリコンアイランド九州」の実現
に向けた九州・沖縄地銀連携協定

最近の連携事例

地域課題解決への取り組み③_イノベーション（外部連携）

2024年
11月始動

2025年
5月始動



経営戦略の実現に向けた、従業員エンゲージメントの充実

2024年度従業員意識調査の結果 ※ 

エンゲージメント向上に向けた取組み

・ 信託型従業員持株インセンティブ・プラン
（E-Ship）の導入

・ 2024年4月ダイバーシティ推進室の設置
・ 2024年度ベースアップ実施
・ 2025年度賃上げ（リリース済）
・ 2026年人事制度改定（予定） etc

行内評価 エンゲージメントサーベイ

報酬
・

評価
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※2024年実施した無記名式アンケート、対象従業員（有効回答数）1,395名
 従業員の意識や満足度を評価・分析することにより、今後の人事制度改定や
人事施策の方向性を検討するための基礎資料

人財戦略グランドデザイン

項目 「当行の従業員であることを誇りに思う」

人的資本価値の向上

2022年

84.1％

2023年

87.5％

2024年

89.7％



大分銀行 赤レンガ館

資本政策・株主還元



市場から低い評価：地銀平均を大きく下回るPBR

❑ PBRは東証プライム最低水準で推移。資本効率や収益力、将来の成長期待（中期経営計画2024収益計画）の低迷等がその
 要因と認識しております

PBR・株主資本ROE・PER

当行の市場評価
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年間を通じた資本効率の改善に着手

❑ 株価について、2024年度の年間騰落率は15％上昇（九州地銀第2位）。2025年度も更なる上昇基調が続いています

企業価値向上に向けた資本政策

資本政策・株価



利益成長を通じた株主還元の強化

❑ 基本方針である「安定配当の継続実施」に加え、「利益成長を通じた累進的な配当」と「機動的な自己株式取得」を株主還元方針
 として掲げ、総還元性向30％以上を目指しています

株主還元の状況

株主還元
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※ 2026年3月期の1株当たり年間配当金および配当総額、配当性向は予想の金額。自己株式取得については、株主還元方針に則り、機動的な自己株式取得

の実施を検討していくことを想定。

※ 配当性向については、親会社株式に帰属する1株当たり当期純利益をベースに算出。

1株当たり
年間配当金

（配当総額）

株主還元方針

配当性向

（自己株式取得総額）

2022年3月期
（第216期）

2023年3月期
（第217期）

2024年3月期
（第218期）

2025年3月期
（第219期）

2026年3月期
（第220期）

（12億円） （14億円） （15億円） （17億円）

80円
90円 95円

110円

150円
予想

（14億円）

機動的な自己株式取得の実施・検討

23.5%
26.3%

23.0% 22.7%

25.9%

総還元性向

41.8％

安定配当を継続実施
累進配当・総還元性向30％以上

2025年8月
自己株式取得

総還元性向

23.0％
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✓ 外部環境の見通しを踏まえた利益の蓄積
✓ リスクアセットの更なる積み上げ（貸出金・有価証券等）
✓ 株主還元率の目安は、総還元性向30％以上
✓ 自己株式取得については、柔軟かつ機動的に実施

2024 2026

累計利益

株主還元

積極的な
リスクアセット

投資

連結自己
資本比率

10.11％

連結自己
資本比率

10％程度

中計2024

バランスを意識

・人的資本やDX等の成長投資
・更なる株主還元

連結自己資本比率
10％程度

・蓄積による健全性強化

県内
事業性

リスクアセットの増加イメージ

県外
事業性

個人
ローン

バーゼルⅢ

市場部門

❑ バランスを意識した適正な自己資本の水準を維持すべく、連結自己資本比率10％程度を適正水準して今後も運営していきます

株主還元、成長投資、健全性のバランスを意識

キャピタルアロケーション

キャピタルアロケーション
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簿価残高（億円） 時価残高（億円）

保有簿価の純資産に占める割合（％） 保有時価の純資産に占める割合（％）

❑ 当行では「政策保有株式の保有に係る基本方針」を定め、個別銘柄ごとの保有意義を検証したうえで、縮減を進めています
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約38億円の縮減を実施（目標達成率102％）

政策保有株式の縮減状況

政策保有株式の縮減

※ 上場株式および非上場株式、みなし保有株式を含む。また、連結子会社株式は除く。

2年前倒し

→ 更なる縮減対応は継続

【縮減目標】

約3割縮減
（37億円程度）

〔2023年3月末対比 簿価ベース〕

縮減目標を2025年3月末で

早期達成

▲38億円



ステークホルダーとの対話の充実

❑ お客さまや投資家との対話機会の拡大を通じて、当行の理解を深めていただくことで、合理的な株価形成とともに大幅な株価変動の
抑制を目指しています

IR・SR活動（年間スケジュール）

ステークホルダー・エンゲージメント
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⚫ IR：投資家との信頼関係を構築する活動
（経営状況や財務状況、業績などの情報発信）

⚫ SR：株主との信頼関係を構築する活動
（個別株主との1on1ミーティング）



Appendix

統合報告書にて、大分銀行およびグループの財務情報や非財務情報を統合してレポートとして開示しております。
すべてのステークホルダーに向けて、当行グループのビジョン・経営戦略や様々な取り組みをまとめておりますので、是非ご参照ください

2025 統合報告書
（2025年7月HP掲載）

「2025 統合報告書」 をご参照ください




